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【木材輸入の動向】
➢ 米国では、2020年5月以降、在宅勤務の増加等により住宅着工戸数が急増し、2021年に北米の製材価格は過去最高を記
録。また、コンテナの海上輸送運賃は、2020年末から急上昇。

➢ 米国や欧州における需要の高まりや海上輸送の混乱等により、我が国の製材品輸入量は、2021年前半まで前年を下回り、
その後、徐々に回復。

➢ 製材品の輸入平均単価は、産地価格と海上運賃の上昇を受け、大幅に上昇。

【製材品・合板出荷量、木材価格の動向】
➢ 住宅需要が回復する中、輸入木材の代替としての国産材の需要が高まり、2021年3月の製材品出荷量はコロナ禍前の水
準まで回復したものの、旺盛な需要には十分対応できず価格が上昇。

➢ 合板出荷量は、2021年3月以降はコロナ禍前の水準まで回復。住宅を中心に旺盛な需要が続いたことから、製品在庫量
は減少傾向で推移し、価格は上昇。

➢ 製品価格の上昇に伴い、原木価格も上昇。

2021年の木材不足・価格高騰の状況
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国産材に係る輸入材からの転換と安定供給に向けた取組
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【安定供給に向けた取組】
➢ 緊急の対応として、2021年4月以降、中央及び地区別で需給情報連絡協議会を3巡にわたって開催し、川上から川下まで
の関係者による需給情報の共有を行うとともに国産材製品への転換事例を周知

➢ 中長期的には、川上から川下までの連携強化や製材工場等の供給力の向上など、国産材の安定供給・安定需要の確保が
必要。2021年度の補正予算により、木材製品の供給力強化に向けた乾燥施設の整備や、原木の安定供給に向けた間伐・
路網整備等を支援

【国有林における対応】
➢ 国有林野事業では、地域の木材需給状況が急激に変化した場合に供給調整機能を発揮するよう努めており、令和３年度
は、国有林材供給調整検討委員会の意見等も踏まえ、立木販売物件の前倒し販売、素材生産請負事業の早期発注、生産し
た丸太の早期販売等を実施。

月別立木販売公売実績の推移 国有林材供給量の推移



国有林における安定供給に向けた取組

民有林と国有林が連携した安定供給システム販売
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【国有林との協調出荷を実施した民有林関係者のメリット】

今まで少ロットで取引のできな
かった大手業者に販売できた！

協定価格で供給することで、販売
収入が安定した！

林業専用道

➢ 令和４年度も引き続き、国有林と連携して木材の販売を行う民有林関係者等を広く募集し、「民有林と国有林が連携
した安定供給システム販売」を管内各地で実施。
➢ 民有林と国有林の協調出荷により、民有林関係者等は新たな販売先の確保や安定した収入の確保が期待。
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国有林材の供給調整の取組

供給調整の必要性についての検討
（国有林材供給調整検討委員会）

➢ 国有林では、国有林材供給調整検討委員会を設置し、本委員会の意見を
踏まえた木材供給。
➢ 令和３年度は、ウッドショックによる原木不足に対応するため立木販売
時期を前倒しし、早期の木材供給を実施。
➢ 令和４年度も、需給動向を注視し、必要に応じて木材供給調整を的確に
実施。



木材流通の動向
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➢ 原木の安定供給体制構築に向け、製材・合板工場等が森林組合連合会、素材生産業者等との協定締結により、年間を通
じて安定的に調達する取組も見られる。

➢ このような中、山土場や中間土場等から製材・合板工場等への直送が増加。このうち、原木市売市場のコーディネート
により、直接製材工場に出荷する直送が2.1倍に増加。

➢ 川中の木材市場や製材工場等が原木を安定的に確保するため林業に参入するなど、林産複合経営の動きも広がりつつあ
る（秋田プライウッド等）。

➢ 大工技能者が減少する中、木造軸組み工法におけるプレカット率は年々上昇。製材工場からの木材製品の出荷先として、
プレカット率の上昇に伴い建築業者の割合が減少し、プレカット工場の割合が増加傾向。また、集成材工場等のその他工
場への出荷割合も増加。

➢ 木材市売市場、木材販売は事業所数が減少する一方で原木入荷量は増加、プレカット工場も工場数に増減はあるものの、
1工場当たりの材料入荷量は増加傾向。

素材生産業者から製材工場等へ
の直送量の推移

木造軸組工法におけるプレカッ
ト率の推移

製材品の出荷先別の割合の推移


